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概要版

2024年（令和６年） 3月

～人を大切に、世界に誇れる佐賀づくり～



基本的な考え方
「全ての佐賀県民が一人一人の人権を共に認め合い、支え合う社会」
の実現を目指します。
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佐賀県は慈しみ合う県です。

佐賀の先人であり、日本赤十字社を創設した佐野常民は「博愛これを仁という。仁とは人を慈しむこ

と。」の言葉を残しています。人の痛みに敏感になり、苦しみの中にいる人には手を差し伸べ、寄り

添い、慈しみ合う精神は、時代を超えて脈 と々佐賀県民の心に受け継がれてきました。この精神は

これからも将来にわたって大切に引き継いでいかなければなりません。

私たちの社会は様々な年齢、国籍、性別の人、障害のある人ない人も、いろいろな人たちがいろい

ろな思いで共存しています。

このような中、インターネットを利用した誹謗中傷や差別を助長する投稿をはじめ、学校や職場で

のいじめ、パートナーへの暴力や児童への虐待など、「人権」に関わる問題が依然として発生してい

ます。

人権に関わる問題はどれも決して他人事ではありません。この解決のためには、県民一人一人が人

権に関わる問題を自分のこととして考え、思いやりの心、慈しみ合う心を持って自ら行動していくこ

とが大切です。

佐賀県には、年齢、性別、国籍、障害の有無など、いろいろな個性があり、いろいろな想いを持った約80万人
の県民が暮らしています。
みんながお互いの想いに寄り添い、自然に支え合う、そんな佐賀らしい、やさしさのカタチが「さがすたいる」。
お年寄りや障害のある方、子育て・妊娠中の方など、みんなが自然に支え合い心地よく過ごせる、やさしさに
あふれた佐賀県を実現していきます。

Topics
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人権尊重のための基本姿勢
人権が尊重される社会づくりを進めていくためには、行政だけでなく、事業者、そして県民一人一人
が地域社会を構成する主体として、人権尊重の視点を意識して行動することが必要です。

県は、
●人権施策を県政の重要な柱と位置付けて、県民環境部が中心となって総合的に施策の推進を図ります。

●県の関係部局は、この基本方針を踏まえ、人権に関する諸施策を積極的に推進します。

●市町が取り組む人権施策との連携を強化するとともに、必要な助言を行います。

●県職員自身が様々な人権課題に対する理解を深め、人権尊重の視点に立って職務を遂行します。

●人権施策を市政、町政の重要な柱と位置付けて、県と連携協力し、地域の

実情に応じた人権施策を推進すること。

●市町職員自身が様々な人権課題に対する理解を深め、人権尊重の視点に

立って職務を遂行すること。

市町
に取り組んで
いただきたいこと

県民の皆さん
に取り組んで
いただきたいこと

各事業者
に取り組んで
いただきたいこと

●職場内での研修などにより、従業員の人権課題への理解を深めると共に

職場全体での人権尊重の意識向上に努めること。

●通常の事業活動の中で、従業員をはじめ、消費者や取引先の方々の人権に

配慮すること。

●出身地や国籍、性別などに関わらず、個人の能力と適性に基づいた公平な

採用と公平な処遇を行うこと。

●一人一人に色んな個性があることを知り、お互いに色んな個性を認め合

うこと。

●「差別をしない」「差別を許さない」という気持ちを行動でも表すこと。

●色々な人権課題を自分のこととして捉え、どのようにすれば解決するかを

考え、解決に向けて自ら行動すること。

それぞれの役割
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人権施策の視点
佐賀県では「教育・啓発の推進」と「当事者に寄り添った支援の推進」の２つの視点から人権施策に取
り組んでいきます。

人権問題の所在は人権を侵害される側ではなく、社会の側にあります。
県の人権条例では、不当な差別などを禁止しています。
〔条例第７条〕何人も、不当な差別、いじめ、虐待、プライバシーの侵害、誹謗中傷その他他人の権利権益を侵害する
行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）をしてはならない。

Topics

Topics
「人権啓発センターさが」では、皆さまの研修や啓発活動を支援します。

様々な人権問題を自分自身の問題として認識し、人権尊重の意識が行動として日常生活の中に現れ、根
付くためには、家庭、地域社会、学校などのあらゆる場、あらゆる機会を通じた教育・啓発が必要です。

研修等の企画相談

ご要望をお尋ねしながら、研修
の内容、日時など企画の段階か
ら研修の目的達成に必要な情報
などを提供して、一緒に考えてい
きます。

講師の派遣

自治体や地域住民、企業、団体な
どが実施される様々な人権研修
会に無料で講師を派遣します。

主なテーマ
パワハラ、セクハラ、障害者、外国
人、部落差別(同和問題)、性の多様
性など

各種教材の貸出し

研修や啓発活動に必要なＤＶＤ
や啓発パネルなどを無料で貸し
出します。

申し込み  「人権啓発センターさが」（佐賀県 人権・同和対策課内）
TEL 0952-25-7229　FAX 0952-25-7332　Mail jinken-douwataisaku@pref.saga.lg.jp

学校等 幼児・児童・生徒の実態を踏まえた人権問題に関する学習方法の改善・工夫
教職員などに対する人権教育に関する研修会の充実　など

地域社会 地域において人権教育・啓発を担う人材の育成、資質向上
様々な人権問題に関する講座など、地域住民の人権意識を高める学習機会の提供　など

家 庭 保護者への学習機会や情報提供の充実
家庭教育に不安や悩みを抱える親などへの相談・支援体制の整備　など

企業等 経済団体の役職員、社会福祉・医療施設の経営者などに対する啓発・研修
講師派遣や資材提供などによる企業内研修への支援　など

教育・啓発の推進視点
1
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県では、総合的な人権相談の窓口として「人権啓発センターさが」を設置しています。

●様々な相談にワンストップで対応！
●必要に応じて関連機関と連携しながら、相談者に寄り添います。

Topics

詳しい情報は
こちらから！

●人権に関わる個々の法令に基づく、専門的な見地からの人権侵害行為の解消

●県の人権条例に基づく行政指導（助言、説示、あっせんなど） ※該当する法令がない場合

●インターネット上の人権侵害情報の削除に向けた取組（削除要請、国への政策提案）

実際に人権侵害行為が発生した場合には、その解消を図り、被害者の救済に努めます。

●相談・支援に関する制度や各種相談・支援機関の情報の積極的な提供

●各種相談窓口の担当者に対する相談対応スキルの向上のための研修の実施

●国や弁護士会などとの相互の連携・協力

女性やこども、高齢者に関する相談をはじめ、障害者の権利擁護に関する相談、外国人の生活相談、
HIV･エイズや難病などに関する相談、犯罪被害者に関する相談など、各種相談窓口を設置して対応
します。

当事者に寄り添った支援の推進視点
2
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人権課題毎の施策の推進
それぞれの人権課題の現状や課題に応じて、行政の様々な分野で「教育・啓発の推進」と「当事者に
寄り添った支援の推進」の視点から様々な施策に取り組んでいきます。

部落差別（同和問題）

●学校教育・社会教育の推進
●部落差別（同和問題）に関する啓発の推進
●研修の推進（行政職員、警察職員、企業など）
●公正な採用選考システムの構築　など

●相談体制の充実
●隣保館事業等の推進
●インターネット上の差別的な投稿を解消するため
のネットモニタリング、削除要請　など

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

男女共同参画

●ジェンダー平等の視点に立った男女双方の意識
形成

●女性が活躍し男女が共に参画する社会の実現
●学校教育、社会教育における男女共同参画の意
識の形成

●ストーカー・DV事案などの被害者、加害者、傍観
者とならないための広報・啓発の推進

●男女間のあらゆる暴力のない社会の実現に向け
た啓発・教育　など

●ＤＶ防止・被害者等支援体制の確立
●一時避難における関係機関との連携
●関係法令を適用した事件化及び行政措置

こども

●｢こどもの権利｣｢こどもの意見｣の啓発
●こどもの意見表明の機会確保
●児童福祉についての啓発の推進
●情報モラル・セキュリティ教育の推進
●児童虐待防止の広報、いじめの未然防止
●インクルーシブ教育システムの構築
●性に関する指導の充実　など

●児童虐待防止等の取組、厳正な捜査と被害児童
の支援

●こどもアドボカシーへの取組
●いじめの早期発見・早期対応
●少年の居場所づくり活動
●こどもの貧困対策への取組
●ヤングケアラー支援への取組
●スクールソーシャルワーカーの活用　など

高齢者

●高齢者の人権問題に関する教育・研修の推進
●高齢者施設等に対する助言・指導

●高齢者の社会参加の促進（地域包括支援セン
ターの機能強化など）

●虐待等の被害防止と支援（見守りネットワークの
構築、消費生活相談窓口の設置など）　等
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教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

障害者

●障害（者）に対する県民への理解促進 ●障害者の社会参加の促進
●障害者の就労支援
●誰もがスポーツを楽しむ環境づくり
●まなびの環境づくり、文化芸術活動の支援　など

外国人

●多文化共生マインドの醸成
●誰もが働きやすい環境の整備
●多文化共生を推進する人材の育成
●学校における多様性の尊重、指導支援の充実

●外国人に関する相談体制の充実
●外国人への情報発信、日本語指導
●学校における外国につながる児童生徒受入体制の構築

感染症患者等

●ハンセン病についての啓発の推進
●HIV・エイズについての教育・啓発の推進
●難病についての啓発の推進
●C型肝炎等の予防普及、啓発

●ハンセン病元患者との交流事業などの推進
●HIV・エイズについての相談体制の充実
●難病患者の就労支援
●肝疾患相談支援センターの設置　など

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

犯罪被害者等

●犯罪被害者等支援についての啓発の促進
●犯罪被害者等についての教育の推進
●犯罪被害者等支援に従事する支援者等の人材育成など

●相談窓口対応の充実
●犯罪被害者等支援コーディネーターの配置
●法律相談の支援
●再被害防止措置の確保

その他

●北朝鮮当局による拉致問題などの啓発
●災害の被災者や被災地に対する差別などを防ぐため
の啓発　など

●災害に伴う人権問題への対応（男女共同参画の視点
を取り入れた避難所運営等）　など

教育・啓発の推進 当事者に寄り添った支援の推進

性的指向・ジェンダーアイデンティティ（性自認）

●性的指向及びジェンダーアイデンティティ（性自認）の
多様性についての教育・啓発

●政府の施策と連携した啓発事業

●性的指向及びジェンダーアイデンティティ（性自認）の
多様性を尊重する社会づくり（佐賀県パートナーシッ
プ宣誓制度の運用など）

●ＬＧＢＴｓに関する相談
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佐賀県の人権条例

してはならない行為

何人も、不当な差別、いじめ、虐待、プライバシーの侵害、誹謗中傷そ
の他の他人の権利利益を侵害する行為をしてはいけません。
インターネットを通じて行うものも同様です。

条例第７条

相談体制の整備

県は人権に関する問題についての相談体制を整
備します。助言や必要な情報の提供、関係機関の
紹介など、必要な支援を行っていきます。

佐賀県 人権・同和対策課
TEL 0952-25-7063  FAX 0952-25-7332  URL https://www.pref.saga.lg.jp/

〒840-8570 佐賀市城内一丁目1番59号

2024年（令和６年）３月

相談対応での解決が困難な人権侵害行為に係
る事案について、必要に応じて助言・説示・あっ
せんを行います。

条例第８条 助言、説示、あっせん 条例第９条

勧告

人権侵害行為をしたと認められる者が正当な理
由なく、助言・説示・あっせんに従わないときは、
必要な措置をとるように勧告を行います。

人権侵害行為をしたと認められる者に対して勧
告を行う場合には、その者からの意見の聴取を
行うなど、適切な手続きを踏みます。

条例第10条 意見の聴取 条例第11条

勧告の状況の公表

勧告を行った人権侵害行為に係る事案の概要を
公表します。対象者が特定される事項は除いて
公表を行います。

インターネット上の誹謗中傷などを防止するた
めに必要な教育・啓発を行っていきます。県民に
関するインターネット上の誹謗中傷などが行わ
れた場合に、必要なときは、プロバイダ等に対し
て削除要請を行います。

条例第12条 インターネット上の
誹謗中傷の防止

条例第13条

全ての佐賀県民が
一人一人の人権を共に認め合い、
支え合う社会づくりを進める条例

が制定されました

2023年（令和５年）３月


